国連における障害者政策の枠組みと障害者権利条約 -- 障害に関する新たな規範とその枠組み (特集 国際機関における「障害と開発」の最新の動きを探る) by 伊東 亜紀子
国連における障害者政策の枠組みと障害者権利条約





経済研究所 / Institute of Developing















　①国連障害者人権条約と同選択議定書（二〇〇六年） 、②障害者の機会均等に関する標準規則（一九九三年）そし 、③障害者に関する世界行動計画（一九八二年）である。この①～③の文書は障害 関する国際規範の中核といえる。同条約は二〇〇八年五月三日に発効することとなったが、の発効に際し、国連 う多国間協議の場で新たな「障害に関する政策の枠組み」
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害者に関する世界行動計画実施に関する事務総長報告書」をもとにしたこの秋 総会での協議にその多くの解答が期待されている。いかにして開発問題に障害者 人権観点を統合していくかという課題を前に他の分野との協力体制をあらゆる分野 確立していくことも重要である。●ジェンダーと 関連
　ここで開発におけるジェンダー及び女性
の人権とエンパワーメントと 連 言及しておきたい。現在国連では女性の地位向上部、ＵＮＩＦＥＭ（国連女性開発基金） 、ＯＳＡＧＩ（国連ジェンダー問題特別顧問事務所）などを含め国連における 地位促進、ジェンダーに関連する機構の構築
とその戦略的な枠組みの包括的な構築が国連改革の中の最優先事項の一つとして進められている。障害の場合も平等とエンパワーメントを掲げツイントラック・アプローチを進めていくべきだという認識が広まってきている。障害のアジェンダを人権と開発という両輪で進めていくために促進と女性のエンパワーメントにま ぶべき点は多い。ただ障害の場合は女性の人権に関する北京宣言と行動計画にあたる行動綱領がなく、女性差別撤廃条約を開発そ他の分野に繋げていく行動計画もＵＮＩＦＥＭにあたる開発機関が未だ欠如しているため、障害のメインストリーム化の進捗が阻まれる恐れが多分にある。●おわりに
　障害がジェンダーのように社会分析の一
手法となるために、その先進性 多 の研究者によって迅速に取り入れられ、法律やＩＴ、科学技術一般などあらゆる で学術研究に実りをもたらすことが 条約 実効性にとって今一番必要とされている。
　これからの障害と開発の分野の主眼点は
人権の概念、規範 モニタリングシステムがどのように開発に貢献できるか、障害者、そして障害自体の概念がこれからの開発援助、開発協力の中でいか 新たな視点を提供しうるかを考えていかねばならない。
（いとう 　あきこ／国連ＮＹ本部経済社会局障害人権条約事務局責任者）
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